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１．14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日～平成 14年 9月 30日） 
（1） 連結経営成績                                        （百万円未満切捨） 
 売 上 高          営 業 利 益          経 常 利 益          

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

                             百万円         ％ 
            23,369    （96.9） 
            11,868       － 

                             百万円         ％ 
             9,476     （127.7） 
             4,161      － 

                             百万円         ％ 
             9,358     （125.6）  

4,149        － 
1 4 年 3 月期             31,497             10,406             10,318 

 
 

中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益 潜在株式調整後     
1株当たり中間（当期）純利益 

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

                             百万円         ％ 
             4,977    （108.1） 
             2,391       － 

                                円         銭 
            21,166      76 
            20,442      65 

                                円         銭 
            21,155      99 
            20,405      30 

1 4 年 3 月期              5,868             50,048      26             49,955      90 
（注）1．持分法投資損益  14年 9月中間期   22百万円   13年 9月中間期   ― 百万円   14年 3月期   ― 百万円 
   2．期中平均株式数（連結）  14年 9月中間期 235,150株    13年 9月中間期    116,997 株    14年 3月期   117,249 株 
   3．会計処理の方法の変更  無 
   4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 
（2） 連結財政状態 
 総 資 産        株 主 資 本        株主資本比率        1株当たり株主資本           

 
14年9月中間期 
13年9月中間期 

                          百万円 
        34,323 
        24,769 

                          百万円 
        24,088 
        16,768 

                          ％ 
          70.2 
          67.7 

                         円    銭 
       102,277   66 
       142,675   16 

1 4 年 3 月期         29,218         20,227           69.2        172,103   93 
（注）期末発行済株式数（連結） 14年 9月中間期     235,523株   13年 9月中間期     117,527 株   14年 3月期  117,528株 
 
（3） 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る           

キャッシュ・フロー           
投 資 活 動 に よ る           
キャッシュ・フロー          

財 務 活 動 に よ る           
キャッシュ・フロー           

現金及び現金同等物          
期 末 残 高           

 
14年 9月中間期 
13年 9月中間期 

                         百万円 
         8,043 
         2,616 

                         百万円 
       △   842 
       △3,108 

                         百万円 
△43 

            27 

                         百万円 
        14,535 
         5,402 

1 4 年 3 月期          6,139        △4,675             10          7,341 
 
（4） 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数  9社    持分法適用非連結子会社数  －社    持分法適用関連会社  2社 
 

（5） 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）  7社 （除外）  －社    持分法（新規）  2社 （除外）  －社 
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２. 添付資料 

 

(1) 企業集団の状況 
  

 当社は、平成8年1月に、当社の親会社であるソフトバンク株式会社とYahoo! Inc.(以下、ヤフー・イン

クという)が合弁で、ヤフー・インクが行っているインターネット上の情報検索サービスの提供を日本で

行うことを目的として設立されました。 

当社の親会社であるソフトバンク株式会社は、持株会社として、傘下に多数の関係会社を擁し、インタ

ーネットを中心に、ブロードバンド・インフラ事業やイーコマース事業、イーファイナンス事業、メディ

ア・マーケティング事業、さらには海外におけるファンド事業など、様々な分野・地域で事業活動を行っ

ております。当社及び当社子会社は、ソフトバンクグループで、「インターネット・カルチャー事業」部

門に属しております。 

 

① 当社の関係会社及び継続的で緊密な事業上の関係がある関連当事者の事業内容 

区分 名称 事業内容 
親会社 ソフトバンク㈱ 持株会社 

その他の関係会社 ヤフー・インク インターネットを利用した広告の販売等 

イー・グループ㈱ 
グループウェアの運営と、これを通じた各
種広告商品の販売 

イー・ショッピング・ブックス㈱ 
インターネットを利用した書籍類の販売及
びサービスの提供 

ジオシティーズ㈱ 

ブロードキャスト・コム㈱ 

ドメイン名保有目的のため、実質的に事業
を行っておりません 

ワイズ・スポーツ㈱ 
スポーツに関する総合情報提供サイト
「Sportsnavi.com」の運営 

ワイズ・エージェンシー㈱ 広告の企画･販売 

ブライダルコンシェルジェ㈱
ブライダル及び新生活に役立つ情報の配
信、サービスの提供 

㈱ネットラスト オンラインでの決済関連事業 

連結子会社 

ユニセプト㈱ 
インターネット事業に関するコンサルティ
ング及び各種サービスの企画･開発･運用 

㈱たびゲーター 
インターネット上の旅行代理店及び旅行情
報の提供 

持分法適用関連会社 

バリューモア㈱ 
インターネットを利用した PC 及び周辺機
器の販売及び関連情報の提供 

関連当事者(親会社の子会社) ビー・ビー・テクノロジー㈱
ADSL インフラの提供､管理、技術開発やサ
ポート 

（注）当中間連結会計期間において、ワイズ･スポーツ(株)は(株)電脳隊から、バリューモア(株)はワイ・ピー・シ

ー(株)から名称を変更しております。
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 ② 事業の系統図 
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顧客獲得・継続インセンティブ 
インフラ提供 メールサービス 

ホームページサービス 

広告代理店・広告主 

 

 

本人確認に伴う参加費等 

各種広告の配信 

ロードキャスト・コム㈱ 

 

 

 

有料会員 
（本人確認サービス利用者） 

有料会員 

 全社共通事業 
ビー・ビー・テクノロジー㈱
 

 

ダル・コンシェルジェ㈱ 

 

㈱ネットラスト 

インターネットユーザー 

顧客獲得 
集金業務 

コンテンツの提供 
カスタマーサービス 

 

 

情報提供元 

場の提供 
 

各システムの提供 

 

 

 

広告商品の販売 

ン

 

 

 

Yahoo! BB事業部 

オークション事業部 

情報の拡充 
情報の公開 

オンラインショッピングサイト
の提供 

オークションの場の提供 

 

 

（Yahoo! BB利用者） 

有料会員 
（Yahoo! オークション利用者） 

ショッピング事業部 

リスティング事業部 
㈱たびゲーター
イー・ショッピング・ブックス㈱
ワ
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情報提供サービス 
エンターテインメントサービス 

 

 
メディア事業部 
バリューモア㈱
イズ・スポーツ㈱ 

 

テンツ・プロバイダー 

コミュニティサービス 
コンテンツの提供 

企業ポータル構築支援 

 

 

㈱インテージ・インタラクティブ
提携企業 

ニセプト㈱は、
ネットラストは
インテージ・イ

 

ADSLサービス、カスタマーサービス
設立間もないため実質的
、現在事業上の取引はご
ンタラクティブは、平成
出店
― 3 ― 

ネッ
リサ
 

 

な事業上の取引はありません。 
ざいませんが、今後オンライン決済業務において取引を開始
14年10月1日に設立しております。 

   

エンタープライズ 
ソリューション事業部
出品システム利用料等
Yahoo!ショッピング出店企業

ショッピング手数料

テナント料 
顧  客 

登録審査
情報提供
情報提供
情報提供
広告商品の販売
広告商品の販売
ロイヤルティ 
トロードショー 
ーチモニター 企業 
販売・技術提携

※３ 
※２
商標の使用
※１
 

 

連結子会社
 持分法適用関連会社
 その他の関係会社
する予定であり
その他
関連当事者
月額利用料等
ジオシティーズ㈱
ドメイン名保有
対価の徴収
対価の徴収
対価の徴収
対価の徴収
情報掲載
対価の支払
対価の支払
トップページ等への広告配信
ます。 
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(2) 経営方針 
 
① 経営方針 
当グループは設立当初よりインターネットユーザーが当グループの提供するサービスを如何に楽し
く、便利に、快適に利用できるかということに重点をおいて運営してまいりました。インターネッ
ト上であらゆる情報が氾濫している今日、当グループがインターネット・サービス・カンパニーと
して社会に果たす役割は一段と重要性を増しております。 
今後もインターネットの持つ公共性、社会性、将来性を認識して、より充実したサービスを提供し
続けてまいります。 
また、株主の皆様の期待に応え、株主利益の増大に向けて努力していく所存であります。 

 
② 会社の利益配当に関する基本方針 
当グループは創業以来、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しておりま
す。配当金につきましては、当グループ各期の経営成績をみながら、一方で企業体質の一層の強化と、
今後の事業展開に備えるための内部留保充実の必要性を勘案して決定することを基本方針としてお
ります。今後につきましては、この方針に基づき随時検討してまいりますが、将来の事業展開に向け
た財務体質および経営基盤のさらなる強化を図るため、当面は引き続き配当を実施しないこととさせ
ていただきたく考えております。 
 

③ 投資単位の引き下げに関する考え方及び方針 
当社は株式の流動性の向上を目指して、平成 9年 11 月の株式公開以来、1対 2 の株式分割を計 5回実
施いたしました。また、平成 14 年 9 月 10 日開催の取締役会において、平成 14 年 11 月 20 日付で 1
対 2 の株式分割を行うことを決定しております。投資単位の引き下げに関しましては、業績の推移や
マーケットの状況等を総合的に勘案し、今後も検討していきたいと考えております。 
 

④ 会社の対処すべき課題 
当グループをとりまく最近の日本のインターネットの環境は、DSL 等の急速な普及もあり、ユーザー
の増加、ブロードバンド化、常時接続および定額・低料金化、他メデイアとの連携、イーコマースの
普及等著しく変化してきております。 
そのような環境の中、当グループは、スピード経営をより加速してその変化に対応すべく平成 14 年 1
月より事業部制を導入し、事業部毎での事業計画と予算の作成、損益および責任の明確化、事業資源
の最適配分を行い、最大限の効果を生み出す組織づくりを目指してまいりました。各事業部はそれぞ
れ当グループのビジネスの柱として順調に育ってきておりますが、当グループとしては、各事業部が
行っております既存サービスのより一層の向上に加え、個人ユーザーに対するサポート体制の強化や
適切な課金業務のためのシステム構築を図っていくとともに、新規サービスの拡充、各種キャンペー
ン等の実施により、それぞれの事業部のサービスクオリティを高めながら、ユーザー及びクライアン
トの獲得に努めることを重要な課題として捉えております。以上のような施策により、当グループは、
経営体質をより強固なものとし、「NO.1 インターネット・サービス・カンパニー」としての地位を不
動のものにしていきたいと考えております。 

 
⑤ その他会社の経営上の重要な事項 
当グループは、当期に（株）ネットラストの株式の 60.0%を取得し、また、ユニセプト（株）を 100%
子会社として設立しました。 
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(3) 経営成績及び財政状態 
 

① 経営成績 
日本のインターネット利用者は、（株）日本リサーチセンターが発表した視聴率調査によると平成 14 年 9 月には約

3,600万人となり、そのうちのWebユーザーも約 3,000万人に増加したものと思われます。また、総務省が発表した

DSL 普及状況によると、平成 14 年 9 月末現在の DSL 加入者数は、約 420 万回線と昨年 9 月末に比べて約 6.5

倍となっており、DSL を利用した高速インターネット（ブロードバンド）の利用者も急激に増加しています。大手証券

系シンクタンクの予測によると、DSLを利用したブロードバンドの利用世帯数は、平成13年末の152万世帯から平

成 18 年末には 1,994 万世帯に達するとのことです。 

このようなブロードバンドの普及は、インターネットのメディアとしての価値を益々高めるだけではなく、人々の生活

に大きな影響を与えています。常時接続かつ定額・低料金でインターネットが利用できるようになったことにより、テ

レビやラジオなど他のメディアと同時にインターネットサイトを視聴する「ながら視聴」の人が増えてきており、更に

「テレビで見損なったニュースをインターネットで視聴する」、「常時接続を利用して、テレビや雑誌で気になった情

報をすぐにインターネットで検索する」など、他のメディアと連携して利用する人が増えてきています。その他、IP 電

話の利用などコミュニケーションのツールとして、また、様々な商品やサービスの予約・購入、オークションへの参

加、そして決済といった実際の消費行動として利用するなど、インターネットの利用目的は多岐に渡ってきていま

す。今やインターネットは、生活必需品となり、今後ブロードバンドの普及が一層進むにつれ、インターネットの持

つ影響力は益々高まるものと思われます。 

 

このような状況のもと、当グループは日本を代表するインターネット・サービス・カンパニーとして、創業以来築いて

きた資産である「ブランド力」、「技術力」、「ユーザーへのリーチ」等を最大限に活かし、より強固な経営体質にす

べく、収益の多様化に積極的に取組んでまいりました。 

その結果、当グループの当中間連結会計期間の業績は、売上高は 23,369 百万円（前年同期比 96.9％増）、
営業利益は 9,476 百万円（前年同期比 127.7％増）、経常利益は 9,358 百万円（前年同期比 125.6％増）、
中間純利益は 4,977 百万円（前年同期比 108.1％増）となりました。 
 
なお、当中間連結会計期間より全ての子会社を連結の範囲に含めており、全ての関連会社について持分法
を適用しております。 
また、当グループでは本年より事業部制を導入し、事業の種類別セグメントの区分を変更したため、前年
同期比対比は行っておりません。 
事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。なお、各事業部に直接帰属しない全社共通の売上
については「全社共通事業」としております。 
 
＜Yahoo!BB 事業部＞ 
Yahoo!BB 事業部におきましては、売上高が 8,311 百万円、連結売上高に占める割合は 35.5％ となり、営
業利益は 3,228 百万円となりました。 
当中間連結会計期間より、当グループの Yahoo! BB 事業に関する収益のうち、ユーザーが当該サービスを
利用するのに必要な機器である「Yahoo! BB スターターキット」の販売によるものがなくなり、新たに自
らの販売促進活動に基づいて獲得した会員数等に応じて手数料をビー・ビー・テクノロジー（株）から受
け取る方式に変更しております。これは、「Yahoo! BB」サービスの加入受付の方法を、従来からのインタ
ーネット経由に加え、家電量販店等経由のものへと拡大したこと、および、当社とビー・ビー・テクノロ
ジー（株）などのソフトバンク・グループによるブロードバンド電話サービス「BB Phone（BB フォン）」
事業の開始に伴う法人会員の積極的な開拓が必要になったこと等の理由によるものであります。 
 
＜オークション事業部＞ 
オークション事業部におきましては、売上高が 3,952 百万円、連結売上高に占める割合は 16.9％ となり、
営業利益は 2,904 百万円となりました。 
「Yahoo!オークション」では、平成 14 年 4 月 15 日より 1 商品につき 10 円を課金する「出品システム利
用料」と、入札されたオークションを出品者が取消した場合に、一律 500 円を課金する「出品取消システ
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ム利用料」、更に 5 月 15 日より落札金額の 3％を従量課金する「落札システム利用料」を導入しました。
なお、自動車車体やオートバイ車体、不動産などの特定カテゴリについては、1 商品につき 500 円の出品
システム利用料、また落札金額にかかわらず一律 3,000 円の落札システム利用料としております。 
   
＜リスティング事業部＞ 
リスティング事業部におきましては、売上高が 3,528 百万円、連結売上高に占める割合は 15.1％ となり、
営業利益は 1,877 百万円となりました。主なものは、「Yahoo!求人」、「Yahoo!自動車」、「Yahoo!不動産」
などの情報掲載売上、サイト登録審査サービス「ビジネスエクスプレス」などのビジネスサービス売上で
あります。なお、リスティング事業部には連結子会社のブライダルコンシェルジェ（株）が含まれており
ます。 
 
＜ショッピング事業部＞ 
ショッピング事業部におきましては、売上高が 2,238 百万円、連結売上高に占める割合は 9.6％となり、
営業利益は 300 百万円となりました。主なものは、「Yahoo!ショッピング」のテナント料、手数料などの
コマース売上であります。なお、ショッピング事業部には連結子会社であるイー･ショッピング・ブック
ス（株）のインターネット上での物品販売売上高が含まれております。 
 
＜メディア事業部＞ 
メディア事業部におきましては、売上高が 1,396 百万円、連結売上高に占める割合は 6.0％となり、営業
損失は 77 百万円となりました。主なものは、広告掲載売上、「Yahoo!ゲーム」の情報掲載売上、有料コン
テンツ売上であります。なお、メディア事業部には連結子会社のイー･グループ（株）およびワイズ･スポ
ーツ（株）が含まれております。 
 
＜エンタープライズソリューション事業部＞ 
エンタープライズソリューション事業部におきましては、売上高が 117 百万円、連結売上高に占める割合
は 0.5％となり、営業損失は 0百万円となりました。主なものは、「リサーチモニター」、「ポータルソリュ
ーション」、「ネットロードショー」によるビジネスサービス売上です。 
 
＜全社共通事業＞ 
全社共通事業におきましては、売上高が 3,825 百万円、連結売上高に占める割合は 16.4％となり、営業利
益は 3,200 百万円となりました。主なものは、「Yahoo!JAPAN トップページ」等への広告掲載売上や、当
社の様々なサービスに係る本人確認に伴う参加費であります。なお、全社共通事業には、連結子会社であ
るジオシティーズ（株）及びブロードキャスト・コム（株）が含まれております。 
 
② 財政状態 

当中間連結会計期間末の総資産額は売上高及び利益の増加による現金及び預金、売掛金等の増加により、
34,323百万円と前年同期比 38.6％増（9,554百万円増）となりました。 

当中間連結会計期間の営業活動による現金及び現金同等物（資金）の増加額は、売上高増による売掛債権
の増加や法人税等の支払などがありましたが、税金等調整前中間純利益の増加などにより 8,043百万円と
なりました。投資活動に支出した資金は、サービス拡充のためのサーバー増強などによる有形固定資産お
よびソフトウェア等の増加により 842百万円となりました。財務活動に支出した資金は社債償還などによ
り 43百万円となりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間における資金の増加額は 7,156百万円となり、資金の当期末残高は 14,535

百万円となりました。 

 

 

③ 通期の見通し 

当グループは四半期毎に決算業績および事業の概況を詳細に開示することに努め、見通しにつきましては
開示しない方針であります。 
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(4) 中間連結財務諸表等 
① 中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年３月31日現在 区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
  ％  ％  ％ 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金  709  14,535  7,341  

２ 売掛金  3,435  7,043  4,942  

３ 有価証券  4,692  99  99  

４  たな卸資産  833  10  6  

５ 繰延税金資産  184  468  373  

６ その他  283  458  2,335  

貸倒引当金  △38  △169  △46  

流動資産合計  10,102 40.8 22,447 65.4 15,053 51.5 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物付属設備  354  327  326  

(2) 工具器具備品  2,874  3,382  2,933  

有形固定資産合計  3,228 13.0 3,709 10.8 3,259 11.2 

２ 無形固定資産        

(1) 連結調整勘定  768  645  806  

(2) その他  158  754  479  

無形固定資産合計  927 3.8 1,399 4.1 1,285 4.4 

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券  9,011  5,337  8,209  

(2) その他  1,499  1,438  1,410  

貸倒引当金  －  △9  －  

投資その他の資産合計  10,510 42.4 6,766 19.7 9,619 32.9 

固定資産合計  14,666 59.2 11,876 34.6 14,165 48.5 

資産合計  24,769 100.0 34,323 100.0 29,218 100.0 

        
（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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(単位：百万円) 

前中間連結会計期間末 

平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成14年９月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年３月31日現在 区分 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

  ％  ％  ％ 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金  1,728  1,812  1,111  

２ 未払金  1,822  2,062  1,164  

３  １年内償還予定の社債  137  －  117  

４ 未払法人税等  1,780  4,251  3,760  

５ その他  350  1,119  757  

流動負債合計  5,817 23.5 9,246 26.9 6,911 23.7 

Ⅱ 固定負債        

１ 繰延税金負債  2,149  747  1,870  

２ 退職給付引当金  19  －  14  

３ その他  －  139  139  

固定負債合計  2,169 8.7 886 2.6 2,023 6.9 

負債合計  7,987 32.2 10,133 29.5 8,935 30.6 

(少数株主持分)       

少数株主持分  13 0.1 101 0.3 56 0.2 

(資本の部)       

Ⅰ 資本金  6,023 24.3 － － 6,033 20.6 

Ⅱ 資本準備金  1,099 4.5 － － 1,110 3.8 

Ⅲ 連結剰余金  6,744 27.2 － － 10,220 35.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,905 11.7 － － 2,878 9.9 

  16,772 67.7 － － 20,242 69.3 

Ⅴ  自己株式  △4 △0.0 － － △15 △0.1 

資本合計  16,768 67.7 － － 20,227 69.2 

        

Ⅰ 資本金  － － 6,073 17.7 － － 

Ⅱ 資本剰余金  － － 1,154 3.4 － － 

Ⅲ 利益剰余金  － － 15,182 44.2 － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 1,694 4.9 － － 

Ⅴ  自己株式  － － △15 △0.0 － － 

資本合計  － － 24,088 70.2 － － 

負債、少数株主持分及び資本合計  24,769 100.0 34,323 100.0 29,218 100.0 

        

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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② 中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

 自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

 自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

  自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 区分 

金額 百分比 
(％) 金額 百分比 

(％) 金額 百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   11,868 100.0  23,369 100.0  31,497 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,189 18.4  5,401 23.1  8,963 28.5 

売上総利益   9,679 81.6  17,968 76.9  22,534 71.5 

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 ※１  5,517 46.5  8,491 36.3  12,127 38.5 

営業利益   4,161 35.1  9,476 40.6  10,406 33.0 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  13   9   23   

２ 受取配当金  4   4   4   

３ 持分法による 
投資利益  －   22   －   

４ 為替差益  －   8   －   

５ その他  25 43 0.4 12 57 0.2 30 58 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  2   4   7   

２ 固定資産除却損  30   76   54   

３ 出資金評価損  20   88   71   

４ その他  1 55 0.5 5 175 0.8 13 146 0.4 

経常利益   4,149 35.0  9,358 40.0  10,318 32.8 

Ⅵ 特別利益           

投資有価証券 
売却益  － － － － － － 586 586 1.9 

Ⅶ 特別損失           

１ 投資有価証券 
評価損  －   551   611   

２ 年金制度変更 
損失  － － － 1 552 2.3 － 611 2.0 

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

  4,149 35.0  8,806 37.7  10,293 32.7 

法人税、住民税 
及び事業税  1,759   4,231   4,929   

法人税等調整額  △2 1,757 14.8 △358 3,872 16.6 △450 4,478 14.2 

少数株主損失   － －  43 0.2  53 0.1 

中間(当期) 
純利益   2,391 20.2  4,977 21.3  5,868 18.6 

           

（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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③ 中間連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
連結剰余金計算書 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 区分 

金額 金額 金額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高   4,369  －  4,369 

Ⅱ 連結剰余金減少高        

役員賞与  16 16 － － 16 16 

Ⅲ 中間(当期)純利益   2,391  －  5,868 

Ⅳ 連結剰余金中間期末 
  (期末)残高   6,744  －  10,220 

        

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,110   

Ⅱ 資本剰余金増加高        

増資による新株の発行  －  39  －  

新株引受権の行使による 
資本剰余金への振替額  － － 4 43 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高   －  1,154  － 

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   －  10,220  － 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間純利益  －  4,977  －  

持分法適用会社の増加 
による増加高  － － 28 5,005 － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

役員賞与  －  32  －  

連結子会社の増加による 
減少高  －  10  －  

持分法適用会社の増加 
による減少高  － － 0 43 － － 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高   －  15,182  － 

        
（注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 
      （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

区分 

金額 金額 金額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間(当期)純利益 4,149 8,806 10,293 
減価償却費 497 744 1,257 
連結調整勘定償却 － 148 161 
貸倒引当金の増加額 31 132 40 
退職給付引当金の増加（減少）額 24 △14 17 
有形固定資産除却損 30 76 54 
投資有価証券評価損 － 551 611 
投資有価証券売却益 － － △586 
出資金評価損 20 88 71 
為替差益 △1 △0 △2 
持分法による投資利益 － △22 － 
受取利息及び受取配当金 △17 △14 △27 
支払利息 2 4 7 
その他の損益調整 － △2 0 
たな卸資産の増加額 △833 △3 △0 
売上債権の増加額 △976 △2,120 △2,434 
仕入債務の増加額 1,719 701 967 
その他営業債権の増加（減少）額 △24 1,870 △1,236 
その他営業債務の増加（減少）額 108 858 △53 
未払消費税等の増加（減少）額 △117 9 185 
役員賞与の支払額 △16 △32 △16 
小計 4,596 11,784 9,308 

法人税等の支払額 △1,979 △3,741 △3,169 
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,616 8,043 6,139 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有価証券の取得による支出 － － △99 
有形固定資産の取得による支出 △1,023 △805 △2,372 
無形固定資産の取得による支出 △83 △201 △170 
有形固定資産の売却による収入 13 － 13 
投資有価証券の取得による支出 △1,107 △24 △1,117 
投資有価証券の売却による収入 90 300 190 
連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

△961 △6 △1,051 

貸付による支出 △0 △0 △41 
貸付金の回収による収入 0 0 1 
差入保証金他投資その他の資産の増加 
による支出 △53 △121 △53 

差入保証金他投資その他の資産の減少 
による収入 

－ － 0 

利息及び配当金の受取額 17 15 26 
その他投資活動によるキャッシュ・フロー － 0 △1 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,108 △842 △4,675 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

社債の償還による支出 － △117 △19 
新株式の発行による収入 29 79 49 
自己株式の取得による支出 － △0 △11 
利息の支払額 △2 △4 △7 

財務活動によるキャッシュ・フロー 27 △43 10 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － 0 － 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（減少）額 △464 7,156 1,474 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,866 7,341 5,866 
Ⅶ 新規連結子会社に係る現金及び現金同等物の 
期首残高 － 38 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 5,402 14,535 7,341 
    
 （注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 



ファイル名:連結短信0209最終 更新日時:2002/10/22 21:17 印刷日時:02/10/23 9:27 

－12－ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

1.連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数     1社 

   連結子会社の名称 

      イー・グループ（株） 

連結子会社は、すべて当中間連結

会計年度中に買収により当社の

子会社となったものであります。 

 

(2)主要な非連結子会社の名称 

   ジオシティーズ（株） 

   ブロードキャスト・コム（株） 

   （株）電脳隊 

   ワイズ・エージェンシー（株） 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社4社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益及び剰余金

（持分に見合う額）は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためでありま

す。 

連結子会社の数     9社 

  連結子会社の名称 

イー・グループ(株) 

イー・ショッピング・ブックス

（株） 

ジオシティーズ(株) 

ブロードキャスト･コム(株) 

ワイズ・スポーツ(株) 

（旧（株）電脳隊） 

ワイズ・エージェンシー（株） 

ブライダルコンシェルジェ（株） 

(株)ネットラスト 

ユニセプト(株) 

上記のうち(株)ネットラスト、ユ

ニセプト(株)については、当中間

連結会計期間にそれぞれ買収、設

立により当社の子会社となった

ものであります。 

なお、当中間連結会計期間より、

全ての子会社を連結の範囲に含

めております。 

 

(1)連結子会社の数     2社 

   連結子会社の名称 

イー・グループ（株） 

イー・ショッピング・ブックス

（株） 

連結子会社は、すべて当連結会計

年度中に当社の子会社となった

ものであります。 

 

(2)主要な非連結子会社の名称 

ジオシティーズ（株） 

ブロードキャスト・コム（株） 

（株）電脳隊 

ワイズ・エージェンシー（株） 

ブライダルコンシェルジェ（株） 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社5社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び剰余金

（持分に見合う額）は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

 

2.持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社 

  非連結子会社の名称 

ジオシティーズ（株） 

ブロードキャスト・コム（株） 

（株）電脳隊 

ワイズ・エージェンシー（株） 

  関連会社の名称 

（株）たびゲーター 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ中

間連結純損益及び剰余金に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性が無いため、持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

 

 

持分法適用の関連会社数 2社 

  関連会社の名称 

(株)たびゲーター 

バリューモア(株) 

（旧ワイ・ピー・シー（株）） 

当中間連結会計期間より、全ての

関連会社について、持分法を適用

しております。 

持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社 

  非連結子会社の名称 

ジオシティーズ（株） 

ブロードキャスト・コム（株） 

（株）電脳隊 

ワイズ・エージェンシー（株） 

ブライダルコンシェルジェ（株） 

  関連会社の名称 

（株）たびゲーター 

ワイ・ピー・シー（株） 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ連

結純損益及び剰余金に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体として

も重要性が無いため、持分法の適

用範囲から除外しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

3.連結子会社の中間決算（決

算）日等に関する事項 

イー・グループ（株）の中間決算

日は6月30日でありますが、中間

連結財務諸表の作成に当たって

は、中間連結決算日現在の財務諸

表を使用しております。 

イー・グループ（株）、ワイズ・

スポーツ(株)の中間決算日はそ

れぞれ6月30日、3月31日でありま

す。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、中間連結決算日現在の

財務諸表を使用しております。 

その他の子会社の決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

 

イー・グループ（株）の決算日は

12月31日であります。連結財務諸

表の作成に当たっては、連結決算

日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

イー・ショッピング・ブックス

（株）の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

 

4.会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

満期保有目的債券… 

 償却原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの… 

  中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの… 

  移動平均法による原価法 

②たな卸資産… 

移動平均法による原価法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

満期保有目的債券… 

    同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの… 

    同左 

 

 

 

 

 時価のないもの… 

       同左 

②たな卸資産… 

        同左 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

満期保有目的債券… 

    同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの… 

  連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定) 

 時価のないもの… 

       同左 

②たな卸資産… 

        同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償

却方法 

① 有形固定資産 

定率法 

② 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(5年)に基づく定額法によっ

ております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

定額法 

市場販売目的ソフトウェアにつ

いては、見込有効期間（3年以内）

における販売数量に基づく方法、

また、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(5年)に基づく定額法によっ

ております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

――――― 
 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

②退職給付引当金 

当グループにおいて従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度において発生して

いると認められる額を計上して

おります。なお、数理計算上の差

異については翌期に一括費用処

理することとしております。 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によ

っております。 

なお、振当処理の要件を満たして

いる為替予約については振当処

理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間連結会計期間にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりでありま

す。 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建債権・債務及

び外貨建予定取引 

③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限

規程及び取引限度額等を定めた

内部規程に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段に応じ

て、比率分析等により、ヘッジ取

引の事前、事後に有効性の評価を

行っております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

 

 

 

 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建債権・債務及

び外貨建予定取引 

 

③ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 (6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

(6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

5. 中間連結キャッシュ･フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から3ヶ月以内に償

還期限及び満期日の到来する短

期的な投資からなっております。 

 

同左 

 

同左 

 
（表示方法の変更） 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

――――― （中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において営業外収益の｢その他｣に含めて

表示しておりました｢為替差益｣は、金額的重要性が増したため

当中間会計期間より区分掲記いたしました。なお、前中間会計

期間の｢為替差益｣は１百万円となっております。 

 

（追加情報） 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

退職給付会計 ――――― 当社及び一部の子会社は、確定

拠出年金法の施行に伴い、平成

14年7月に退職金制度のうち適

格退職年金制度について、確定

拠出年金制度へ移行し、｢退職

給付制度間の移行等に関する

会計処理｣（企業会計基準適用

指針第1号（企業会計基準委員

会平成14年1月31日））を適用し

ております。 

本移行に伴う影響額は特別損

失として1百万円計上されてお

ります。 

――――― 

自己株式及び法定準備金

取崩等会計 

――――― 当中間連結会計期間から｢自己

株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準｣（企業会計

基準第1号）を適用しておりま

す。これによる当中間連結会計

期間の損益に与える影響はあ

りません。 

なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期

間における中間連結貸借対照

表の資本の部及び中間連結剰

余金計算書については、改正後

の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

――――― 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

項目 
前中間連結会計期間末 
平成13年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成14年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成14年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 

 

1,393百万円 

 

2,602百万円 

 

2,061百万円 

 
(中間連結損益計算書関係) 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

※1主な販売費及び一般管理費 

広告宣伝費 

情報提供料 

通信費 

販売手数料 

給料手当 

賞与 

貸倒引当金繰入額 

減価償却費 

退職給付費用 

 

622百万円 

488百万円 

519百万円 

692百万円 

921百万円 

321百万円 

31百万円 

497百万円 

47百万円 

 

182百万円 

758百万円 

634百万円 

983百万円 

1,256百万円 

621百万円 

132百万円 

737百万円 

52百万円 

 

791百万円 

1,054百万円 

1,114百万円 

1,503百万円 

1,997百万円 

717百万円 

40百万円 

1,256百万円 

98百万円 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

(平成13年9月30日現在) 

 

現金及び預金勘定         709百万円 

有価証券勘定          4,692百万円 

現金及び現金同等物計      5,402百万円 
  

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

(平成14年9月30日現在) 

 

現金及び預金勘定       14,535百万円 

有価証券勘定            －百万円 

現金及び現金同等物計     14,535百万円 
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 

(平成14年3月31日現在) 

 

現金及び預金勘定        7,341百万円 

有価証券勘定             －百万円 

現金及び現金同等物計      7,341百万円 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

(単位:百万円)

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相
当額 

(単位:百万円) 

リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
(単位:百万円) 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

中間期末残
高相当額 

有形固定資産 

(工具器具備品) 6 0 5 
 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

中間期末残
高相当額 

有形固定資産 

(工具器具備品) 6 2 3 
 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

前連結会計年度
末残高相当額 

有形固定資産 

(工具器具備品) 6 1 4 
 

 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 

  一年以内           2百万円 
  一年超             3百万円 

  合計               5百万円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  支払リース料      0百万円 

  減価償却費相当額  0百万円 

  支払利息相当額    0百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 

  一年以内           2百万円 
  一年超             1百万円 

  合計               3百万円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  支払リース料      1百万円 

  減価償却費相当額  1百万円 

  支払利息相当額    0百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  一年以内           2百万円 
  一年超             2百万円 

  合計               4百万円 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  支払リース料      2百万円 

  減価償却費相当額  1百万円 

  支払利息相当額    0百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

１ 時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

区分 前中間連結会計期間末(平成13年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券 中間連結貸借 
対照表計上額 時価 差額 

社債 400 399 △0 

計 400 399 △0 

(2) その他有価証券 取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 差額 

株式 615 5,628 5,013 

計 615 5,628 5,013 

 
２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

（単位：百万円） 

区分 前中間連結会計期間末 
(平成13年９月30日) 

 その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 

(1) 非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,913 

(2) マネー・マネジメント・ファンド 3,695 

(3) 中期国債ファンド 997 

計 7,606 

 

(当中間連結会計期間末) 

１ 時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

区分 当中間連結会計期間末(平成14年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券 中間連結貸借 
対照表計上額 時価 差額 

社債 400 400 0 

計 400 400 0 

(2) その他有価証券 取得原価 中間連結貸借 
対照表計上額 差額 

株式 585 3,510 2,924 

計 585 3,510 2,924 

 
２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

（単位：百万円） 

区分 当中間連結会計期間末 
(平成14年９月30日) 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,288 

計 1,288 
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(前連結会計年度末) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
    （単位：百万円） 

前連結会計年度末 
(平成14年3月31日) 区分 

連結貸借対照表 
計上額 時価 差額 

時価が連結貸借対照表計上額を超え
るもの 400 400 0 

時価が連結貸借対照表計上額を超
えないもの ― ― ― 

計 400 400 0 

 
２ その他の有価証券で時価のあるもの 

    （単位：百万円） 
前連結会計年度末 
(平成14年3月31日) 区分 

取得原価 連結貸借対照表 
計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取得価額を
超えるもの    

①株式 585 5,549 4,963 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 
連結貸借対照表計上額が取得価額を
超えないもの    

①株式 ― ― ― 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

計 585 5,549 4,963 

 
３ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 
  その他の有価証券                                                     （単位：百万円） 

前連結会計年度末 
(平成14年3月31日) 区分 

   
連結貸借対照表計上額 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,260 

 
 

（デリバティブ取引関係） 

(前中間連結会計期間) 

 該当事項はありません。 

 
(当中間連結会計期間) 

 該当事項はありません。 

 
(前連結会計年度) 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

1 事業の種類別セグメント 
    前中間連結会計期間（自平成13年4月1日  至平成13年9月30日） 

（単位：百万円） 

 広告事業 
Yahoo!BB 

事業 
ｵｰｸｼｮﾝ事業 

その他の 

事業 
計 

消去又 

は全社 
連結 

売    上    高        

(1)外部顧客に対する売上高 6,716 3,775 521 854 11,868 ― 11,868 

(2)セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 6,716 3,775 521 854 11,868 ― 11,868 

営  業  費  用 1,330 2,212 15 82 3,641 4,066 7,707 

営  業  利  益 5,385 1,563 506 772 8,227 (4,066) 4,161 

 
 
    当中間連結会計期間（自平成14年4月1日  至平成14年9月30日） 

（単位：百万円） 

 
Yahoo! BB 
事業部 

ｵｰｸｼｮﾝ 
事業部 

ﾘｽﾃｨﾝｸﾞ 
事業部 

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ 
事業部 

ﾒﾃﾞｨｱ 
事業部 

ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞｿﾘｭ

ｰｼｮﾝ事業部 

全社共通
事業 

計 
消去又 
は全社 

連結 

売    上    高           

(1)外部顧客に対する売上高 8,311 3,952 3,528 2,238 1,396 116 3,825 23,369 ― 23,369 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 

－ 

 

－ － 0 － 0 － 0 (0) 

 

― 

計 8,311 3,952 3,528 2,238 1,396 117 3,825 23,370 (0) 23,369 

営  業  費  用 5,083 1,047 1,651 1,937 1,474 117 625 11,937 1,955 13,893 

営  業  利  益 3,228 2,904 1,877 300 (77) (0) 3,200 11,432 (1,956) 9,476 

 
 
   前連結会計年度（自平成13年4月1日  至平成14年3月31日） 

（単位：百万円） 

 広告事業 
Yahoo! BB 

事業 
ｵｰｸｼｮﾝ事業 

その他の 

事業 
計 

消去又 

は全社 
連結 

売    上    高        

(1)外部顧客に対する売上高 12,298 13,286 2,416 3,494 31,497 ― 31,497 

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 

35 ― ― 9 44 （44） ― 

計 12,334 13,286 2,416 3,504 31,541 （44） 31,497 

営  業  費  用 2,992 8,127 94 1,590 12,805 8,285 21,090 

営  業  利  益 9,341 5,158 2,322 1,914 18,736 （8,329） 10,406 
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（注）（1）事業区分の方法 

事業は、サービスの内容及び特性を考慮して区分しております。 
 （2）事業区分の内容 

事業区分 主要サービス 

Yahoo! BB事業部 
ブロードバンド関連総合サービス 

オークション事業部 
オークションサイトの運営 

リスティング事業部 
「Yahoo!求人」「Yahoo!不動産」等の情報掲載サー
ビス、サイト登録サービス等 

ショッピング事業部 
オンラインショッピングサイトの運営 

メディア事業部 
「Yahoo!ニュース」「Yahoo!ファイナンス」等の情
報提供サービス、「Yahoo!ムービー」等のエンター
テインメントサービス等 

エンタープライズ 
ソリューション事業部 

企業のポータルサイトの構築支援サービス、Webデ
ザインコンサルティングサービス等 

全社共通事業 
「Yahoo! JAPAN」トップページ等への広告掲載売上、 
本人確認に伴う参加費 

 （3）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,955百万円であり、人事･
経理等の本社費用及び各セグメント共通の費用で便益の程度が直接把握できない費用部分であります。 

 
２ 所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成14年4月1日  至平成14年9月30日） 
  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
 

３ 海外売上高 
当中間連結会計期間（自平成14年4月1日  至平成14年9月30日） 
  海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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（参考） 

「企業会計基準第2号 1株当たり当期純利益に関する会計基準（平成14年9月25日企業会計基準委員会）」

に従い、平成14年9月中間期の数値を基準として、株式分割に伴う希薄化を調整･修正した数値にて表示い

たします。 

 

遡及修正後の1株当たり指標の推移 

1. 連結会計における推移 

 平成12年 

9月中間期 

平成13年 

3月期 

平成13年 

9月中間期 

平成14年 

3月期 

平成14年 

9月中間期 

1株当たり中間純利益 － － 10,223円38銭 － 21,166円76銭 

1株当たり当期純利益 － － － 25,024円13銭 － 

1株当たり株主資本 － － 71,337円93銭 86,051円96銭 102,277円66銭 

（注） 当グループは、平成13年9月中間期より（中間）連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記

載しておりません。 

 

2. 個別会計における推移 

 平成12年 

9月中間期 

平成13年 

3月期 

平成13年 

9月中間期 

平成14年 

3月期 

平成14年 

9月中間期 

1株当たり中間純利益 5,056円80銭 － 10,223円38銭 － 22,398円30銭 

1株当たり当期純利益 － 12,758円09銭 － 26,112円60銭 － 

1株当たり株主資本 93,979円74銭 79,851円28銭 71,337円93銭 87,137円84銭 104,518円77銭 

（注）1. 1株当たり中間（当期）純利益の算出に際しては期中平均株式数を、1株当たり株主資本の算出に際しては

期末発行済株式数を、それぞれ基準とした遡及修正株式数を使用しております。 

2. 上記数値につきましては、以下に実施した株式分割を加味した調整（遡及修正）を行っております。 

平成12年11月20日付実施の株式分割（1株を2株に分割） 

平成14年５月20日付実施の株式分割（1株を2株に分割） 
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